
　 　 戸数）は減少、企業倒産件数は減少

　　 ・個人消費（大型小売店販売額）は減少、生産は低下、在庫は上昇、

　　奈良県経済報告

 　　  雇用（有効求人倍率）は低下

平 成 ２ ９ 年 ２ 月

奈        良　      県

奈良県経済の基調判断

  ○奈良県の景気については、
　　 ・設備投資（着工建築物床面積）は増加、住宅投資（着工新設住宅

　～平成２８年１２月指標を中心として～ 
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■ 景気動向

＜平成２８年１１月の動向＞

＜景気動向指数＞

先行指数
一致指数
先行指数
一致指数

＜法人企業景気予測調査(平成28年10～12月期調査)＞
　 企業の景況判断BSI（原数値）

＜データ:近畿財務局奈良財務事務所＞　(「上昇」－「下降」　単位:％ポイント)

大 企 業
中堅企業
中小企業
大 企 業
中堅企業
中小企業

■ 個人消費

＜平成２８年１２月の動向＞

＜大型小売店販売額（全店）対前年比＞
　                    　＜データ:近畿経済産業局「近畿経済の動向」＞　（単位:％）

26年度 27年度 28年7月 8月 9月 10月 11月 12月
▲ 1.7 2.6 1.6 ▲ 2.2 ▲ 4.2 ▲ 1.5 1.6 ▲1.6
▲ 1.0 2.9 0.5 ▲ 4.0 ▲ 4.6 ▲ 1.7 ▲1.0 ▲1.4
▲ 0.9 2.7 0.9 ▲ 3.2 ▲ 2.7 ▲ 0.7 ▲0.1 ▲1.2

＜平成２８年１２月の動向＞

＜乗用車新規登録・届出台数対前年比＞
　                      ＜データ:近畿経済産業局「近畿経済の動向」  前年同月比＞　（単位:％）

26年度 27年度 28年7月 8月 9月 10月 11月 12月
▲ 9.7 ▲ 6.7 ▲ 1.1 ▲ 2.3 ▲ 0.7 ▲ 1.1 12.4 7.7
▲ 8.1 ▲ 6.3 ▲ 3.2 1.4 ▲ 0.2 0.7 11.0 11.5
▲ 7.9 ▲ 7.6 ▲ 2.1 3.0 ▲ 0.7 ▲ 0.2 9.0 8.2

120.5
137.0

71.4
33.3

137.9 122.7
131.1
50.0
28.678.6

   前年同月比で７．７％増加した。
　　　　 

奈　良　県
近　 　　畿

28年10月～12月 29年4月～6月

11.1
現状判断

29年1月～3月

0.0

2.8

全　国

奈良県

2.3

奈　良　県

0.0

ならＣＩ

3.0 3.2

▲ 14.3
1.4

近　 　　畿

41.7
124.9

50.0
ならＤＩ

▲ 0.4

▲ 9.5 ▲ 9.5

景気動向指数　ならＣＩは先行指数１２０．５、一致指数１３７．０、　
ならＤＩは先行指数３３．３、一致指数７１．４となった。

見　通　し 見　通　し

28.6

135.6
128.5

9月

○景気動向指数
（ならCI）先行指数は前月を２．２ポイント下回り、４ヶ月連続の下落となった。
           一致指数は前月を５．９ポイント上回り、３ヶ月連続の上昇となった。
（ならDI）先行指数は３ヶ月ぶりに５０％を下回った。

平成28年8月

           一致指数は２ヶ月ぶりに５０％を上回った。

                           ＜データ:奈良県統計課「奈良県景気動向指数（ならCI・DI）」＞
10月 11月

乗用車新規登録・届出台数は前年同月比で増加

大型小売店販売額（全店ベース）は前年同月比で減少

○大型小売店販売状況（百貨店＋スーパー）
   全店ベースで前年同月比で１．６％減少した。

全 　　　国

1.0

0.0

全   　　国

▲ 0.8
▲ 7.1 ▲ 9.1 ▲ 8.5

　　　　 

○乗用車新規登録・届出台数（普通車･小型車・軽四車）
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■ 設備投資

＜着工建築物床面積（非居住用）対前年同月比＞
　　                      　＜データ:国土交通省「建築着工統計」＞　（単位:％）

28年6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 29年1月
▲ 5.1 152.6 ▲ 67.5 123.5 61.9 34.6 ▲71.7 14.9

4.6 19.4 ▲ 34.4 ▲ 2.4 ▲ 18.9 ▲ 30.1 26.4 55.4
4.2 ▲ 15.9 16.7 10.8 ▲ 3.7 10.4 5.4 21.9

＜法人企業景気予測調査対前年同期比(平成28年10～12月期調査)＞
＜データ:近畿財務局奈良財務事務所＞　（単位:％）

平成２８年度
上期 下期

11.1 11.6 10.8
2.5 ▲ 0.7 5.2

■ 住宅投資

＜着工新設住宅戸数対前年同月比＞
　                      　　   ＜データ:国土交通省「住宅着工統計」＞　　　　（単位:％）

28年6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 29年1月
23.9 0.0 3.2 0.8 ▲ 26.3 ▲ 19.9 10.9 ▲3.2

▲ 11.5 27.6 ▲ 7.3 ▲ 2.2 ▲ 4.1 3.2 0.5 7.8
▲ 2.5 8.9 2.5 10.0 13.1 6.7 3.9 12.8

■ 公共投資

＜平成２８年１２月の動向＞

＜公共工事請負金額対前年同月比＞
　                  ＜データ:近畿経済産業局「近畿経済の動向」＞　　　（単位:％）

26年度 27年度 28年7月 8月 9月 10月 11月 12月
▲ 10.3 19.0 ▲ 43.3 34.2 76.3 ▲ 59.1 20.2 35.4

0.6 ▲ 2.3 24.8 32.1 17.5 ▲ 2.2 ▲13.5 ▲3.4
▲ 0.3 ▲ 3.8 ▲ 6.9 12.0 18.1 ▲ 10.0 ▲5.7 5.3

奈 良 県

奈　良　県

奈　良　県

設 備 投 資

着工建築物床面積は前年同月比で増加

○着工建築物床面積（非住居用）
   前年同月比で１４．９％増加した。
　　　　 

＜平成２９年１月の動向＞

近　 　　畿
全　 　　国

(除く土地、含むソフ
トウェア投資)

   前年同月比で３．２％減少した。
　　　　 

＜平成２９月１月の動向＞
○着工新設住宅戸数

全　 　国

着工新設住宅戸数は前年同月比で減少

近　 　　畿

○公共工事請負金額

近　 　　畿
全　 　　国

   前年同月比で３５．４％増加した。

奈　良　県

全　 　　国

公共工事請負金額は前年同月比で増加
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■ 生産･在庫

＜平成２８年１２月の動向＞

＜鉱工業指数＞
　                  ＜データ:奈良県統計課「奈良県鉱工業指数」＞　　　（単位:％）

26年 27年 28年7月 8月 9月 10月 11月 12月
▲ 0.3 ▲ 4.3 ▲ 1.2 0.8 2.4 ▲3.8 1.0 ▲3.0

3.1 0.3 ▲ 0.9 0.9 5.1 ▲2.3 1.3 2.0
2.1 ▲ 1.2 ▲ 0.4 1.3 0.6 0.0 1.5 0.7

　             　　＜データ:奈良県統計課「奈良県鉱工業指数」＞　　　（単位:％）

26年 27年 28年7月 8月 9月 10月 11月 12月
4.6 1.5 ▲ 5.3 8.0 5.2 ▲ 3.0 2.4 1.6
1.5 1.1 ▲ 1.7 0.8 1.2 ▲4.3 ▲4.9 1.1
6.2 0.0 ▲ 2.4 0.3 ▲ 0.5 ▲ 2.1 ▲1.6 0.6

■ 企業収益

＜平成２８年１０月～１２月期の動向＞

   ２８年度通期の経常利益は、全産業で対前年比５．１％の増益見込みとなっている。

＜法人企業景気予測調査対前年同期比(平成28年10～12月期調査)＞
           ＜データ:近畿財務局奈良財務事務所＞　（単位:％）

平成２８年度

■ 企業倒産（負債総額１,０００万円以上）

＜平成２９年１月の動向＞

＜負債総額１千万円以上の企業倒産件数対前年同月比＞
＜データ:東京商工リサーチ＞　　　（単位:％）

26年度 27年度 28年8月 9月 10月 11月 12月 29年1月
▲ 19.0 4.4 33.3 ▲ 33.3 ▲ 12.5 14.3 ▲25.0 ▲53.9
▲ 7.3 ▲ 10.1 2.3 9.6 ▲ 9.4 ▲ 9.8 6.6 ▲7.4
▲ 9.4 ▲ 9.0 14.9 ▲ 3.4 ▲ 8.0 ▲ 2.5 1.6 ▲10.4

＜負債総額１千万円以上の企業倒産負債総額対前年同月比＞
＜データ:東京商工リサーチ＞　　　（単位:％）

26年度 27年度 28年8月 9月 10月 11月 12月 29年1月
▲ 27.1 64.0 ▲ 55.5 ▲ 83.0 90.7 265.7 103.4 ▲41.2
▲ 12.4 ▲ 24.6 ▲ 30.5 ▲ 21.1 23.1 3600.5 180.8 ▲57.1
▲ 32.7 9.0 28.8 ▲ 68.5 4.7 319.7 ▲55.5 1.2

倒産件数が前年同月比で減少

○企業倒産状況
   負債総額１,０００万円以上の企業倒産件数は６件で、前年同月比で５３．９％減少した。

売　  上  　高

注）電気･ガス･水道、金融・保険を除く
経　常　利　益

奈　良　県
近　　　 畿

奈　良　県
近　 　　畿
全　 　　国

   負債総額は３億５００万円で、前年同月比で４１．２％減少した。
　　　　 

全　　 　国

下期上期
0.2 0.0

41.9
0.4

▲ 23.9

　　　　 

5.1

近　 　　畿
全　 　　国

平成２８年度通期の見込みは、売上高で増収、経常利益で増益

   平成２８年１０～１２月期法人企業景気予測調査によると、２８年度通期の売上高は、全産業

　　　　 

○経常利益（除く電気･ガス・水道、金融・保険）

○売上高（除く電気･ガス・水道、金融・保険）

   で対前年比０．２％の増収見込みとなっている。

   【生産指数】

  【在庫指数】

奈　良　県

奈　良　県
近　 　　畿
全　 　　国

生産は低下、在庫は上昇

○鉱工業指数（速報値、季節調整済・総合）

　 在庫指数は前月比で１．６％増加し、２ヶ月連続で上昇した。
　 生産指数は前月比で３．０％減少し、２ヶ月ぶりに低下した。
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■ 雇　　用

＜平成２９年１月の動向＞

＜有効求人倍率（季節調整値）の推移＞
         ＜データ:厚生労働省「一般職業紹介状況」＞　　（単位:倍）

28年5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 29年1月
奈良県 1.14 1.14 1.16 1.13 1.15 1.19 1.22 1.24 1.22
近 　畿 1.27 1.28 1.29 1.28 1.29 1.31 1.33 1.34 1.34
全 　国 1.35 1.36 1.37 1.37 1.38 1.40 1.41 1.43 1.43

   １．２２倍と前月比で低下
　　　　 

○有効求人倍率（季節調整値）

有効求人倍率は低下
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